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総合計画

分野別計画

予算区分

地域の環境美化を推進する

2

廃棄物対策課

環境美化係

51

平成３０年度以降

ごみ対策

担当課

8

環境交通

　環境美化に対する市民意識の高揚を図り、市民、事業者、行政との協働による環境美化

を推進する。

○23年度実施内容

　里親に清掃道具の提供やボランティア保険の加入などの支援を行った。また、活動状況

の訪問調査を行い、市の広報やホームページ等で活動を紹介した。

　平成23年度は、新たに4団体79人増加した。

【直接経費の内訳】

　アダプトプログラム活動を支援するための経費
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Ｈ21決算額

　アダプトプログラム活動を支援するための経費

　需用費（181千円）　役務費（206千円）

○24年度実施内容

　23年度と同様に実施する。
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アダプトプログラム保険

加入者数
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アダプトサイン設置団
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　アダプトプログラム登録団体等の増加を図るため、市広報やホームページで、団体

等の活動状況を紹介し目標達成に至り、市民、事業者、行政との協働による環境美

化の推進を図った。

25

1,400

H24

　アダプトプログラムへの登録者を増やし、その活動を活性化させるには、事業につ

いての情報発信が重要になるので、ごみ散乱防止市民行動の日など環境美化活動

の事業での情報を、市広報やホームページへ積極的に登載するなど情報発信に努め

る。
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事業実施におけ

る課題等

　アダプトプログラム登録団体等の増加を図り、団体等の活動を活性化する必要があ

る。

　アダプトプログラム登録者数は増加しているが、引き続き環境美化を推進するため、

市民活動の輪が広がるよう、根気良く事業を継続する必要があると判断する。
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　市民、事業者、行政との協働による環境美化の推進を図らないと、行政ですべて事

業を実施することとなれば、人件費等の事業経費が増大する。


